
生活保護制度に関する国と地方の協議 
 

日時：平成２３年５月３０日（月） 

    １７：００～１７：４５ 

場所：厚生労働省１２階専用第１５会議室 

 

－ 議事次第 － 

  １．開会 

  ２．議題 

(1) 会合の趣旨について 

(2) 意見交換 

(3) 今後の運営等について 

  ３．閉会 

【配付資料】 

資 料 １ 「生活保護制度に関する国と地方の協議」の開催について（案） 

資 料 ２ 「生活保護制度に関する国と地方の協議」検討課題と今後の進め方について（案） 

資 料 ３ 生活保護制度の現状等について（厚生労働省提出資料） 

資 料 ４ 谷本石川県知事提出資料 

資 料 ５ 岡﨑高知市長提出資料 

資 料 ６ 平松大阪市長提出資料 

参考資料１ 平成21年３月「生活保護制度に関する国と地方の協議のとり

まとめ」に対する対応状況（厚生労働省提出資料） 

参考資 料２ 社会保障の改革の推進について（平成 22 年 12 月 14 日閣議決定） 

参考資料３ 社会保障改革の方向性と具体策（平成 23 年 5 月 12 日発表） 

参考資 料４ 貧困・格差、低所得者対策に関する資料（平成 23年５月 23日発表） 

参考資 料５ 生活保護基準部会の設置について・委員名簿（平成 23 年 4月 19日生活保護基準部会（第 1 回）資料） 

※

※

※

※

※

※

※

※

※今回の指定都市市長会議の
　資料としては省略

資料３－１
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（案） 

「生活保護制度に関する国と地方の協議」の開催について 

 

平成２３年５月３０日 

 

１．開催の趣旨 

生活保護制度を取り巻く現状として、急増する稼働能力のある生活保護受給

者等に対する自立、就労支援及び貧困の連鎖の防止が喫緊の課題となっている。 

また、生活保護受給者から不当に保護費を徴収する、いわゆる貧困ビジネス

や向精神薬の転売をはじめとする医療扶助の不正受給等、生活保護受給者を利

用した不正事件が横行する等、制度への信頼を揺るがす問題が深刻化している。 

さらに、生活保護受給者の急増への対応に追われる地方自治体も、生活保護

制度の抜本改革に向けた国の早急な対応を求めており、制度改革に向けた具体

的な提案を示しているところ。 

こうした課題を受け、生活保護制度（生活保護法）の見直しを検討する場と

して、「生活保護制度に関する国と地方の協議」（以下「当会合」という。）

を開催することとする。 

 

２．構成員 

当会合の構成は次のとおりとする。 

 

      谷本 正憲 石川県知事 

平松 邦夫 大阪市長 

      岡﨑 誠也 高知市長 

      吉田 隆行 広島県坂町長 

      細川 律夫 厚生労働大臣 

大塚 耕平 厚生労働副大臣 

岡本 充功 厚生労働大臣政務官 

 

３．その他 

 (1) 当会合の庶務は、厚生労働省社会・援護局において処理する。 

(2) その他当会合の運営に関し必要な事項は、当会合が定める。 

平成２３年５月３０日 資料１

第１回生活保護制度に関する国と地方の協議
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「生活保護制度に関する国と地方の協議」 

検討課題と今後の進め方について（案） 

 

１．検討課題 

 

  課題１：生活保護受給者に対する就労、自立支援 

  課題２：医療扶助や住宅扶助等の適正化 

  課題３：生活保護費の適正支給の確保 

  課題４：第２のセーフティネットと生活保護との 

関係整理 その他 

 

 

２．今後の進め方 

 

５月３０日  

○ ハイレベル会合開催 

  ・生活保護制度の現状等について 

  ・今後の進め方について 

 

 

６月～７月末 

   ○ 月２～３回の頻度で実務レベルでの検討 

・国、地方自治体の取組の現状・課題について 

      ・論点の整理について  等 

 

 

８月頃を目処 

   ○ ハイレベル会合において意見とりまとめ 

第１回生活保護制度に関する国と地方の協議 

平成 23年５月 30日 資料２ 
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平成２３年５月３０日 資料６

第１回生活保護制度に関する国と地方の協議

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平松大阪市長提出資料 
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１ 制度の抜本的改革 「働く とが きる人は働く 社会

指定都市市長会「社会保障制度全般のあり方を含めた生活保護制度の
抜本的改革の提案」(平成22年10月)より抜粋

現在の制度 あるべき制度

１ 制度の抜本的改革～「働くことができる人は働く」社会へ～

ボーダーライン層 雇用・労働施策
（生活保護に優先する制度） 就

生
活
保

稼働可能層
集中的かつ強力な

就労支援

（生活保護に優先する制度） 就
労
自
立

稼
働
世

保
護
制
度生

活

就労による自立が
困難な人

就労支援

生活保護

代

度
活
保
護
制
度

高齢者
年金制度と整合する

生活保障制度

高
齢
者

平成18年全国知事会 全国市長会「新たなセ フティネットの提案」がベ ス

具体的な制度の内容

ボーダーライン層 (生活保護受給者のうち、稼働可能層も含む)

「雇用 労働施策

平成18年全国知事会・全国市長会「新たなセーフティネットの提案」がベース

→ 「雇用・労働施策」

・ 生活保護制度に優先する制度として、現行の第二のセーフティネットを拡充

・ 失業が生活保護に直結しないよう、就労自立を促進(ハローワークによる強力な

支援など)

生活保護受給者のうち、稼働可能層

地
域
や
Ｎ

→ 「集中的かつ強力な就労支援」

・雇用・労働施策を活用しても就労が容易ではない場合には、期間を設定し、集中

的かつ強力に就労自立を促進 ※同時に ハローワークが強力な支援を行う

Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
社
会的かつ強力に就労自立を促進 ※同時に、ハロ ワ クが強力な支援を行う

・就労へのインセンティブが働く制度設計を行う

・就労できない場合には、自立支援の一環としてボランティア等へ参加

会
的
企
業

高齢者層

→ 「年金制度と整合する生活保障制度」

と
の
連
携

・ 年金制度との整合を図る

・ ケースワーカーは稼働可能層へ投入

携
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２ 生活保護の適正化～市民から信頼される「不正を許さない制度」へ～

就労等
収入未申告

実施機関の
返還金の

不
正
受
給

虚偽の
居住実態

実施機関の
調査権強化

差し引き
等

金銭給付
から「現物
給付」への 給

等

敷金・家賃
上限設定

その他

居
宅

業

無届事業者の規制

セットサービス事業の

転換

上限設定

住居・サービス提供

宅
生
活
移
行

業
等
独
自

法
規
制

規制（住居とサービス、
住居と医療・介護、複
数事業者によるサービ
ス提供、一定割合を超

過剰な医療行為を審査する仕
組み・基準の設置(例 専門知

借金等による囲い込み
行
支
援
事

自
対
策

制えるサービス料の制限
等）

事業者への制裁措置
（氏名公表等）

(
識・強い権限を持つ調査機関
の設置 等)
医療機関への罰則の強化

医療扶助の一部自己負担の etc

貧困ビジネス

導入

医療機関等 国による財源措置
の明確化

３ 生活保護費の全額国庫負担～国民みんなで支える「生活保護制度」へ～

生活保護費の全額国庫負担

憲法が保障するナショナルミニマムである生活保護制度

生活保護費の全額国庫負担

生活保護は、ナショナルミニマムとして国の責任において実施すべきであり、その経費は、本来、全額
国が負担

生活保護世帯急増に対する緊急的財源措置

リーマンショック以降の不況による生活保護世帯の増加は全国的な問題

生活保護世帯急増に対する緊急的財源措置

リーマンショック以降の生活保護急増に伴う保護費の増加分については国による財源措置を行うこと
平成21年度補正予算額 270億円
平成22年度予算における急増の影響額※１ 377億円 約650億円(うち市費負担167億円)平成22年度予算における急増の影響額※１ 377億円 約650億円(うち市費負担167億円)

大都市に負担が集中することによる地域間不公平

居住地不定者に係る生活保護費の国庫負担

地域間不公平を解消するため、制度改革がなされるまでは、少なくとも居住地不定者に係る生活保護
費は国庫負担とすること費は国庫負担とすること

居住地不定者に係る生活保護費（試算額※２） 年間約96億円（うち市費負担約24億円）

数字はいずれも大阪市の数値 ※１ 任期付職員にかかる人件費・物件費含む ※２ 平成21年度実績を基に試算
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＊生活保護受給世帯は「高齢世帯」「障害者世帯」「傷病者世帯」「母子世帯」「その他世帯」に分類される。
　　「その他世帯」は一般に他の世帯分類よりも就労阻害要因が小さい。
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※Ｈ17年度から高齢世帯の定義が変更

16年度まで：基本的に男性65歳以上、女性60歳以上により構成された世帯

17年度から：基本的に男性65歳以上、女性65歳以上により構成された世帯
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38,042→48,639世帯 ２７．９％増

＊高齢者の増加よりも増加幅が大
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○稼働可能層の生活保護受給状況
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※高齢化率はＨ12、Ｈ17は国勢調査、Ｈ18以降は10月1日推計。

※Ｈ17年度から高齢世帯の定義が変更

16年度まで：基本的に男性65歳以上、女性60歳以上により構成された世帯

17年度から：基本的に男性65歳以上、女性65歳以上により構成された世帯

Ｈ17年度→Ｈ21年度

高齢者（６５歳以上）の増

529,692→599,542人 １３．２％増

生活保護受給中の高齢世帯

38,042→48,639世帯 ２７．９％増

＊高齢者の増加よりも増加幅が大
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○稼働可能層の生活保護受給状況
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◆今後の生活保護の推移を予測 〈大阪市の場合で試算)

◇「ボーダーライン層」が新たに生活保護に至る推計

ボーダーライン層：生活状況が少しでも悪化すればたちまち生活保護に移行する可能性の高い層

ボーダーライン層＝ 「その他世帯」と仮定し、同じペースで増加が続くと仮定

約7,000世帯/月×12万円(単身者の生活保護費)×12月

◇高齢世帯の新たな増加による推計

過去5年間の増加率と同じペースで増加が続くと仮定

約100億

約40億円

一般会計に占める割合（%）

（Ｈ21までは決算額、Ｈ22、Ｈ23は予算額）

大 阪 市 の 例
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16年度まで：基本的に男性65歳以上、女性60歳以上により構成された世帯

17年度から：基本的に男性65歳以上、女性65歳以上により構成された世帯

Ｈ17年度→Ｈ21年度

高齢者（６５歳以上）の増

529,692→599,542人 １３．２％増

生活保護受給中の高齢世帯

38,042→48,639世帯 ２７．９％増

＊高齢者の増加よりも増加幅が大

生活保護受給中の高齢世帯数

大阪市の高齢化率（%）

○稼働可能層の生活保護受給状況
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◆今後の生活保護の推移を予測 〈大阪市の場合で試算)

◇「ボーダーライン層」が新たに生活保護に至る推計

ボーダーライン層：生活状況が少しでも悪化すればたちまち生活保護に移行する可能性の高い層

ボーダーライン層＝ 「その他世帯」と仮定し、同じペースで増加が続くと仮定

約7,000世帯/月×12万円(単身者の生活保護費)×12月

◇高齢世帯の新たな増加による推計

過去5年間の増加率と同じペースで増加が続くと仮定

約2,800世帯/月×12万円(単身者の生活保護費)×12月

約100億

約40億円

※計１４０億円は、大阪市のH22の生活保護予算額の４．９％

一般会計に占める割合（%）

（Ｈ21までは決算額、Ｈ22、Ｈ23は予算額）

大 阪 市 の 例
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医療扶助適正化の取り組みの例 

大 阪 市 

医療機関調査（平成 22 年 12 月 中間結果公表） 

 高齢者専用賃貸住宅等に居住する受給者への訪問診療の必要性や頻

度について、重点的に調査を実施 

   ヒアリング実施医療機関：16 医療機関 

    レセプト点検枚数：約 1,500 枚(平成 22 年 2 月～4月分) 

    ヒアリング実施被保護者：127 人 

訪問施設：21 施設  

  

 ○調査により判明した実態 

例 1） 訪問診療と通院の医療費の比較 

 （医科の場合）糖尿病にて月 4回診療、院外処方 2回の場合で比較  

  

 

   （歯科の場合）介護保険での要介護認定なし、歯周疾患で月 4 回診 

療の場合、歯科疾患管理料を算定で比較 

    

 

  

  例 2）胸痛、呼吸困難等の病状があった被保護者に、在宅酸素装置 

を設置していた例    

          被保護者へのヒアリング 

              病状は落ち着いており、在宅酸素装置を全く使用していない。 

              主治医にもその旨を伝えていたが、装置は設置されたまま。 

  医療機関へのヒアリング  

発作性呼吸不全で突発的な呼吸困難に陥るため、装置を設置。 

   

   ※その後、医療機関から被保護者に確認が行われ、約 10 日後に装 

置は回収された 

参考 在宅酸素装置は毎月 65,000 円が必要 

（自己負担(3 割)19,500 円） 

訪問診療と通院を比較すると 4.5倍 介護保険も含めると 5倍  

訪問診療と通院を比較すると 6.6倍 介護保険も含めると 11.7倍
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